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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第３四半期
連結累計期間

第115期
第３四半期
連結累計期間

第114期

会計期間

自2017年
４月１日
至2017年
12月31日

自2018年
４月１日
至2018年
12月31日

自2017年
４月１日
至2018年
３月31日

売上高 （百万円） 9,021 10,235 17,715

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △380 △163 945

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（百万円） △270 △97 563

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △239 △166 607

純資産額 （百万円） 10,110 10,598 10,958

総資産額 （百万円） 18,572 19,779 21,807

１株当たり四半期純損失（△）

又は１株当たり当期純利益
（円） △63.07 △22.66 131.33

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） －　※３． －　※３． －　※４．

自己資本比率 （％） 54.4 53.6 50.2

 

回次
第114期
第３四半期
連結会計期間

第115期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自2017年
10月１日
至2017年
12月31日

自2018年
10月１日
至2018年
12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 26.86 24.90

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

※３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

※４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失及び１株当たり当期純利益を算定しており

ます。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました藍星（焦作）水

務有限公司は、2018年12月に当社が所有する出資持分の全てを譲渡したため、持分法適用関連会社から除外しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績の状況の分析

　当社グループは、中期経営計画(2017年度～2019年度)において、水処理エンジニアリング事業の拡大を掲げ、水

道分野での営業基盤強化及び下廃水分野での事業拡大、新製品開発及び技術者増強等の施策を着実に推進して参り

ました。

　当第３四半期連結累計期間の業績について、受注高は、グループ全体で159億52百万円（前年同期比25.1％減）

と前年同期比で減少となりました。この受注高減少の主な要因は、上下水道事業における水道分野での耐震化・老

朽化対策へ向けた施設改築・更新案件の受注が増加した一方、下廃水分野及び運転委託管理における大型契約の

あった前年同期に比べ、大規模案件の受注が減少したことによるものです。

　売上高は、グループ全体で102億35百万円（前年同期比13.5％増）と前年同期比で増加となりました。この売上

高増加の主な要因は、上下水道事業における前期受注の大口下廃水案件での売上高増加等によるものです。

　損益の状況については、上下水道事業における増収に加え、建設工事ならびにメンテナンス案件ともに採算が改

善し、売上総利益が前年同期比で増加となった結果、営業損失87百万円（前年同期は営業損失４億16百万円）、経

常損失１億63百万円（前年同期は経常損失３億80百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失97百万円（前年同

期は親会社株主に帰属する四半期純損失２億70百万円）となりました。

　なお、当社グループの主力である水処理エンジニアリング事業の特徴としては、売上計上が第４四半期連結会計

期間に集中する傾向がある一方、販売費及び一般管理費等は各四半期における変動が少ないことから、利益面につ

いても売上高と同様に第４四半期連結会計期間に偏重する傾向があります。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

[上下水道事業]

　上下水道事業については、受注高は146億85百万円（前年同期比26.4％減）、売上高は93億12百万円（前年同期

比20.5％増）、営業損失は39百万円（前年同期は営業損失３億80百万円）となりました。

[環境事業]

　環境事業については、受注高は６億30百万円（前年同期比16.3％減）、売上高は４億92百万円（前年同期比

33.1％減）、営業損失は84百万円（前年同期は営業損失63百万円）となりました。

[機器事業]

　機器事業については、受注高は６億36百万円（前年同期比5.7％増）、売上高は４億21百万円（前年同期比

22.7％減）、営業利益は33百万円（前年同期は営業利益24百万円）となりました。

[その他の事業]

　その他の事業については、不動産の賃貸等を行ってまいりました結果、売上高は８百万円（前年同期比0.5％

減）、営業利益は３百万円（前年同期は営業利益３百万円）となりました。

 

(2) 財政状態の状況の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前期末に比べて20億28百万円減少し、197億79百万円となって

おります。主な要因としては、納税及び仕入債務等の支払いにより現金及び預金ならびに預け金の合計額が23億81

百万円、前期末の売上債権を回収したことにより受取手形及び売掛金が20億19百万円の減少となる一方、仕掛品が

５億27百万円、流動資産のその他が15億９百万円増加したことによるものです。

　負債につきましては、前期末に比べて16億68百万円減少し、91億80百万円となっております。主な要因として

は、仕入債務の支払いにより支払手形及び買掛金が20億93百万円減少した一方、流動負債のその他が４億99百万円

増加したことによるものです。

　純資産につきましては、前期末に比べ３億59百万円減少し、105億98百万円となっております。主な要因として

は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上や配当金の支払いにより、利益剰余金が２億90百万円減少したこと

によるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億12百万円であります。なお、当

第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（5）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい変動はありません。

 

（6）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期連結累計期間において、上下水道事業において受注高が前年同期と比べ著しく減少しております。

これは、下廃水分野及び運転委託管理における大型契約のあった前年同期に比べ大規模案件の受注が減少したこと

によるものです。なお、上下水道事業の生産及び販売、環境ならびに機器事業における生産、受注及び販売の実績

に著しい変動はありません。

 

（7）主要な設備

　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,295,968 4,295,968

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,295,968 4,295,968 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高(百万円)

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 4,295,968 － 1,947 － 1,537

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　7,300 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　4,283,000 42,830 ―

単元未満株式 普通株式　　　　5,668 ―
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 　　　　　　4,295,968 ― ―

総株主の議決権 ― 42,830 ―

 

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

水道機工株式会社
東京都世田谷区桜

丘五丁目48番16号
7,300 － 7,300 0.17

計 ― 7,300 － 7,300 0.17

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,542 3,129

預け金 2,829 2,861

受取手形及び売掛金 ※１ 7,218 ※１ 5,199

商品及び製品 5 4

販売用不動産 29 28

仕掛品 174 701

原材料 256 295

その他 1,154 2,664

貸倒引当金 △124 △234

流動資産合計 17,087 14,651

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 995 976

機械装置及び運搬具（純額） 51 50

土地 854 854

その他（純額） 27 34

有形固定資産合計 1,928 1,915

無形固定資産 124 100

投資その他の資産   

投資有価証券 1,764 1,574

その他 901 1,538

投資その他の資産合計 2,666 3,112

固定資産合計 4,719 5,128

資産合計 21,807 19,779
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,342 3,249

短期借入金 347 498

未払法人税等 170 －

引当金 310 186

その他 2,338 2,838

流動負債合計 8,509 6,772

固定負債   

退職給付に係る負債 2,283 2,337

引当金 54 68

その他 2 2

固定負債合計 2,340 2,408

負債合計 10,849 9,180

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,947 1,947

資本剰余金 1,537 1,537

利益剰余金 7,215 6,925

自己株式 △9 △9

株主資本合計 10,691 10,401

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 303 232

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 195 175

退職給付に係る調整累計額 △232 △210

その他の包括利益累計額合計 266 197

純資産合計 10,958 10,598

負債純資産合計 21,807 19,779
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 9,021 10,235

売上原価 7,624 8,400

売上総利益 1,397 1,835

販売費及び一般管理費 1,813 1,922

営業損失（△） △416 △87

営業外収益   

受取利息 9 12

受取配当金 13 16

為替差益 0 －

持分法による投資利益 30 7

その他 3 3

営業外収益合計 58 40

営業外費用   

支払保証料 19 19

為替差損 － 2

貸倒引当金繰入額 － 85

その他 2 9

営業外費用合計 22 116

経常損失（△） △380 △163

特別利益   

関係会社出資金売却益 － 53

特別利益合計 － 53

税金等調整前四半期純損失（△） △380 △109

法人税等 △110 △12

四半期純損失（△） △270 △97

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △270 △97
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純損失（△） △270 △97

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 55 △71

繰延ヘッジ損益 0 △0

退職給付に係る調整額 20 22

持分法適用会社に対する持分相当額 △44 △19

その他の包括利益合計 31 △69

四半期包括利益 △239 △166

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △239 △166

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました藍星（焦作）水務有限公司は、2018

年12月に当社が所有する出資持分の全てを譲渡したため、持分法適用関連会社から除外しております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

受取手形 ８百万円 11百万円

 

　２　保証債務

　下記、関係会社の工事請負契約に関し、金融機関が発行する銀行保証等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 3,486百万円

　（123百万サウジリヤル）

 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 3,764百万円

　（127百万サウジリヤル）

 

（四半期連結損益計算書関係）

当社グループの売上高及び営業費用は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大

きいため、第１～３の各四半期連結会計期間の売上高及び営業費用と第４四半期連結会計期間の売上高及び営業費用との

間に著しい相違があり、第１～３の各四半期連結会計期間と第４四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

減価償却費 82百万円 70百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり
配当額
（円）
 

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 171 8.0 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり
配当額
（円）
 

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 192 45.0 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 上下水道 環境 機器 計

売上高        

外部顧客への売上高 7,731 736 545 9,013 8 － 9,021

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 7,731 736 545 9,013 8 － 9,021

セグメント利益又は損失

（△）
△380 △63 24 △419 3 － △416

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 上下水道 環境 機器 計

売上高        

外部顧客への売上高 9,312 492 421 10,227 8 － 10,235

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 9,312 492 421 10,227 8 － 10,235

セグメント利益又は損失

（△）
△39 △84 33 △90 3 － △87

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△）
△63円07銭

（注）２

△22円66銭

（注）２

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）
△270 △97

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（百万円）
△270 △97

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,288 4,288
 
（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
　　　２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失を算定しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月13日

水道機工株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 打越　　隆　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　　強　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている水道機工株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、水道機工株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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